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技術進歩をともなう二部門成長モデル〔皿〕

木　　藤　　正　　典

1　はしがき

　私は本誌前号（〔7〕）において，biased　technical　changeをもつ二部門成

長論のモデルをinnovation　possibility　functionを用いて試作した。その

モデルにおいては，資本労働を生産要素とするm次同次生産関数が仮定され

た。しかしm≦1とは限らないため，各部門での均衡条件として通常の限界生

産力法則は採用することができず，そのため生産物市場の不完全性を示すηな

るパラメーターを導入した。　（〔7〕，P．6）

　その場合msηは何れも各部門で同一の値をとると仮定されていた。しかし

ながら，投資財部門と消費財部門とにおいて，規模生産性を示すパラメーター

mが同一の値を取る必要性はなく，また市場の不完全性を示すパラメーターη

銅一の値轍る必難緒えられない・従って・この点を搬侮れば，拙

論〔7〕は如何に拡張されるかを考察するのが本論文のねらいである。

　推論の順序および結論はほぼ前論文〔7〕と同じであるが，先ず静学的均衡

を考え（3・4節）・次に規模生産性および市場の不完全性に関する比較静学

的な考察を行ない（5節）・終りにbiased　technical　changeをもつ動学的

理論を述べたい。

2　基本関係式

投資財生産部門を第1部門，消費財生産部門を第2部門とする二部門モデル

を考え，添文字1，2にてそれぞれの部門の量であることを示す。なお添文字
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のない量は原則として全体系に対する量であることを示す。各部門の生産関数

を

　　　Yi＝Fi（K，，　Li，　t），　（i＝1，　2，　K，＞O，　Li＞0）…　（2，　1）

にて表わす。ただし，Yi，　K，，　Li，　tはそれぞれ生産量，資本量，労働量，

時間を示し，FiはK・，　L・のmi次同次関数（mi＞0）であると仮定する。

また関数（2，1）は各変数に関して必要な回数まで連続的偏微分可能である

とし，その偏導関数をIYiK，　YiL，　Yitにて表わし，　Yiはtに関する導関数を

　　　A示し，Y，は増加率を示すものとする。なお

　　　F，＞0，FiK＞0，　FiL＞0，　Fik’k’＜0

と仮定する。次に以下のように諸種の変量を定義する。

　　　　　Yit　　　　　　　　　　　（第i部門技術進歩率）　　　Ri＝　　　　　Yi

　　　　　YiKKi　　　　　　　　　　　（第i部門資本生産弾力性）　　　ai＝　　　　　　IYi

　　　bi＝YiLLi　（第i部門労働生産弾力性）
　　　　　　Yz

　　　le　i＝些並一　　　（第ゴ部門資本労働比率）

　　　　　Li
　　　P・一一｛d（d々i　　　（YiK／YiLYiK／】ifiL）　　　　々i）｝t－一定

（第i部門要素代替弾力性）

Pi＝＝i部門生産物価格

P　・＝　一；／／　（獺財欄価格）

w＝賃金率

ノ＝資本利潤率

ω＝W－　　　　（相対賃金）

　　7

s1＝利潤に対する貯蓄率，（0＜Sl＜1）

s2＝賃金に対する貯蓄率①，（0≦S2＜1

K＝Kl＋K2　　（全資本量）………………

　s2≦Sl）

・・・・・・… 　……　……　（2，　2）
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　　　乙＝乙1十L2　　（全労働量）………………“・………………（2，3）

　　　le－s　　（資本労蹴率）

　　Y＝PlYi十P2Y2（全生産額）………………………………（2，4）

　　θ諺鈴　傲部門生産鰍率）

以上より

　　　ai十bi＝mi，　（i＝＝1，　2）　・・・・・・・・・・・・・…　一一・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2，　5）

　　θ1－1一θ2＝1　……………　……　…………………　……　……………　（2，　6）

　　A　　　　　　　　　　A　　　　　　A
　　IYi＝ム～i－1－aiKi－1－bz乙i，　（i＝＝1，　2）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（2，　7）

　　PIYi＝s1（Y－wL）一トs2w乙゜’°°°’°’”°’・・・・・・・・・・・・・・・・…　一一（2，　8）

なる関係が成立する。ただし（2，8）においては，投資と貯蓄との均等が仮

定されている。さて第1部門と第2部門の総合として，全体系に対して以下の

諸量を定義する。

　　R・＝θiR1＋θ2R2　（価格一一定のときの技術進歩率）………（2，9）

；1：∵二：孝1紹一一（2・1・）

　　a－￥・b・・￥’L……………一一一・一…………（2，11）

　　　・一一｛a（孟タyガ（y響1｝t．＝．一定・・一一一（2・12）

なお（2，9），　（2，10）から

　　R一歩万亀一｛Y｝P、一一ft

　　　　　∂
　　YK＝π｛Y｝｛蘇定

なる関係が成立する。従ってYκ，a，ρはPi＝：一定（i＝1，2），Ki・OK

（i：＝1，2）が成立するという条件付での資本の限界価値生産力，資本の価
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値生産弾力性，価値生産における要素代替弾力性を示すものである。また次の

関係式が成立する。

　　　；：ll嬬：1－・一・・一一・（2・13）

　　　a十b＝＝mlel十m2θ2　°”°’°■一∵”°°°’°’°’’”°°’°°’”……’・・・・・・・・・…　（2，　14）

　　　A　　　　　　　　　　　　A　　　　　　　　A　　　　　　　　　　A　　　　　　　　A

　　　Y＝R－F（θlaiK『1十θ2a2K2）十（θlbl乙1十θ2b2L2）

　　　　　　　　　　A　　　　　　A　　　　　　　十（θIP1十θ2P2）　’°’”°■°°°°’’’”°°°°’・”・‘’…　…・一■…　（2，　15）

　　　　A　　　　　　ノ　　　　　　A　　　　　　　　　A　　　　ノ　
　　　aYK十bYL＝mY十m－（aK十b乙）　・・・・・・・・・・・・…　t・・・・・…　（2，　16）

ただしM＝M1θ1十m2e2（＝a十b）　一・一・・………………………（2，17）

である。従って

　　　含一物誕K一舖一2＋識｝…………一一・・（2・18）

なる関係式が成立する。また以後次の仮定が成立するものとする。

　〔仮定1〕　mi＜1のときはρi＞0，（i＝1，2）

さてFi（Ki，　Li，　t）の同次性より

　　　Fi（K，，　Li，　t）＝L野F、（翫，1，　t）＝L㌍∫¢（le　i，　t）

とおく。静学的考察の範囲ではtはパラメーターにすぎないから，第5節末ま

ではfiは島のみの関数と考えて，　fiの島に関する（偏）導関数をfi’，

ノ〆等で表わせば，Fiの偏導関数に関する仮定から

　　　F耀＝L野一lfit＞0，　F茄＝乙野一1（〃Zifi－fi’んi）＞0・

　　　F醒K＝L野乞一2〃’＜o

となる。従って

　　　1疲1：一ケ：翻κ゜／－一・一（2・19）

を得る。然るに

　　　　　　　∫♂（mifi－一　h’翫）
　　　ρ’＝le・i｛（M、一　1）〃・－m、f、fi〃｝

であるから，mi≧1のときはρi＞0である。故に結局〔仮定1〕とよりmiの
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値に拘らず

　　　ρi＞0，　（ゴ＝1，　2）　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　一・一・・・・・・・・・・・・・…　『（2，20）

が成立する。

　①S1，　S2は例外的な添文字の使用法である。なおSl，　S2はtの関数と考える。

　②YK，　YLはKまたはLに関する偏導関数を示す記号ではない。

　　3　静学的均衡

　静学的均衡の条件として次のような限界生産力法則を仮定ずる。

〔仮定2〕辱一㌃一ラ、（11＝”（i－1・2）…………（3，1）

ただし，η巴は市場の不完全性を示すパラメーターであって①

　　　0≦ηi＜1，　0〈δi≡≡mi（1－77i）≦1，（ゴ＝1，　2）・・・・・・…　（3，　2）

を満足するものとする。　（3，1）とFiの同次性とより

　　　IY・一ラ譜圭賑一Z㌻碧遜・（i－1・2）………（3，　3）

　　　Y－・（π1斗．醜δ1　δ2）＋w（舌←一｛諺）……………一………（3，4）

を得る。第ゴ部門の企業利潤をniとし，全利潤をπとすれば（3，2）より

　　　πi＝：．Pi】ri－　（rKi十wLi）＝メ）iYi（1一δi）≧0

　　　π＝πエ＋π2≧0

となる②。

　さて次にK，乙が与えられたとき，　（2，1），　（2，2），　（2，3），

（2，8），　（3，1）の9個の関係式を満足するIYi，　K，，　Liの値および

P　i・グ・wの比の値が存在するか否かについて考察する。先ず

　　　y・－YL－…L多（i－1・2）

とおけば（2・　1）・　〈2，　2），　（2s’3），　（2，　8），　（3，　1）カ〉ら

y盛，島，1i，　P，ωに関する次の8個の関係式を導くことができる。

　　　yi＝乙mi－11乞fi，　（i二＝1，　2）　・・・・…　一…　…・・・…　…・・・・・・…　（3，　6）
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　　　11ん1十12k2＝k・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（39　7）

　　　11弓一12＝1・一■・・・・・・・・・・・・・・・・…　一・一一・一…　－t・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（3，　8）

　　　ω＋ん・一タ・（i＝＝1・2）・・…一・…………・・一一（3・9）

　　　ρ一1鍔碧；乙蝋鴇釜）・・一・…一・一・一………（3・1・）

　　　Y、－1〔s、｛1、（k、＋ω）＋1、（le、＋ω）δ｝一θω〕f、’（1、乙）m1－1

　　　　　Ml
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’°’’”°°°”°’°”°・’。・・・…　（3，　11）

　　　　　δ1　　　　　　　，　θ＝ニ（Sl『S2）δ】≦s1δ1≦slδ　　゜’’”°’°°・’・・…　°°・・・…　　（3，　12）ただしδ＝
　　　　　δ2

とする。以下ではk，看が与えられたとき，　（3，6）～（3，11）の8個の

関関式を満足するゐ，ム，島，P，ωの値が存在するか否かについて考える。

　先ず（2，19），　（3，9）より

　　　ω一響Lん♪・一一……一一一・一…………（3・13）

を得る。なお（3，13）より定まる関数ω＝ω（le　i）　とすればρiの定義式と

（3，　1）　とカ〉ら

　　　ρ・一砦・％……一…………………・・一一・…………（3・14）

を得るから　（2，20）から

　　　4島＞O＿…………・一……………・一……………………（3，15）
　　　　4ω

故にω＝ω（翫）の逆関数島＝島（ω）は1意的に定まる。従って

　　　z一ω＋k・…〒a）＋k・・（a＝1・2）°’…’…’…一一゜・’°（3・16）

とおけば

　　　2＞ん，　2i＞ki…　……　…・・・…　…・・・・・・…　…・・・・・・…　一・・・・・・・…　一・　（3，　17）

　　　42与1，（i－1，2）…………・・一……………・・一・（3，18）
　　　　4ω

を得る。次に（3，6），　（3，11）よりylを消去すれば

　　　1・－S1δ葺『θω一S’δ　’e2±穿’δ一θ）ω〉・…………（3・19）
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ただしA＝（1－Sl）Z1十S1δ92＝（1－Sl）le　i十Slδle　2十（1－Sl十Sl　6）ω

故に（3，8）から

　　　・・一（1－s穿’＋θω⊥ヒ5’）々1艦1－81塾〉・…（3・2・）

（3，　7）　よりg＝11a1＋12z2＞0・・・・・・・・・・・・・・・…　一…　t－・・・・・・・・…　　（3，　21）

故に（3，19），　（3，20）より

　　　・－91ユ2吐穿2＝紅塵一・……………－9…………（3，22）

ただし　9＝1－S1十S1δ，　9＞1－S1＞0

となり9はZl，22の関数である。従ってZはωの関数となり，んはωの関数

である。さて（3，19），　（3，20）より

　　　鴛一一9勉翅”±一智22’一）一士伽一並…・一…（3，23）

ただし・・’一窟・（i＝1，2）

となる。故に（3，18），　（3，19），　（3，20）より

　　　髪器一1＞9（11乏：2十1221）＋θ（2どz’L1

＝（1－S1）δSl（k2－々1）2＋θ｛（1－S・）々・＋S・δ々2｝（々2－々・）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A2

故に・・＝：・・或はle・≧k・であれ1ま傷＞1である・

従ってSl＝・　S2或はle・2≧klであれば

　　　盤〉・……一一・・……………一・・……………一・………（3，24）

また（3，22）より

　　　ん一旦麺・＋腫δ一θ）麺∬二・・＋θ）々2｝望〉。…（3，25）

故に需一朗＋θ脚た一・…一・一一・………一一・（3，26）

ただし P一盟霊1δ一θ）（1－・・）〉・
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　　　Q－9々1±1糞一S1＋θ）・・δ〉・　　　　’

　　　R一雄〔29｛（・・δ一9）k・’le・2＋（1－・・＋9）k・’・le・｝ω

　　　　　　　一｛（1－S・）（S・δ一θ）＋S・δ（1－S・＋θ）｝le・々2〕

　　　　　　dl診　i　　　　　　　　　，　（i＝＝1，　2）ただしle　i’＝

　　　　　　4ω

を得る。さて（3，14）より々♂ω＝le　iρiであり

　　　α・一・・弓α・－1－・・＋9

とおけばα1＞0，α2＞0であって

　　’R一オ、〔9｛α・（ρ・＋ρ・－1）＋（α・一α・）・・｝＋・・δ（…“・一θ）〕le・k・

となる。従ってa2≧α1，ρ1＋ρ2－1≧1ならR＞0である。また同様にし

て

　　　R一孟｛9｛α・（ρ・＋ρ・－1）＋（α・一α・）ρ・｝＋（1－S・）（1－・・＋θ）〕k・k・

であるからα1≧α2，ρ1＋ρ2≧1の場合もR＞Oである。故に結局（3，24）

とより

謙鰹111なら釜霧〉・一一一一（3・勿

である。従ってこの場合は（3，25）より定まる関数々＝le（ω）の逆関数は1

意的に定まる。従って（3，13），（3，15）よりle　i＝：　le　i（ん），（i＝1，2）

なる関数が1意的に定まり砦〉・・（i－1・2）となる・従って（3・

27）および

　　　0≦lim島（k）＜lim飢（々），　（ゴ＝1，2）…一・一……（3，28）
　　　　　k→O　　　　　　　ic→oo

が成立すれば③，与えられた々の値に対して（3，28），　（3，19），　（3，

20），　（3，13）より島，ム，ωの正の値が1意的に定まり，更に乙が与え

られれば，（3，6），（3，10）より．yi，　Pの正の値が1意的に定まる。
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故に（3，27），　（3，28）が成立すれば，与えられたK，乙に対して（3，

6）～（3，11）に唯1組の均衡値が存在し，従って（2，1），　（2，2）

（2，3），　（2，8），　（3，1）に対しても唯1組の均衡値が存在する。

以後は唯1組の均衡値の存在を仮定し，また次の関係式を仮定する。

　〔仮定3〕　ρ＞0

①砧告4F一鍔とおけば・（・・1）とM同雄とより

　　　CiFiK＋d・iFiL＿　難　 ＝＝　1
　　　　Cir＋diW　　c，r＋diω　Pi（1－一　ni）

　故に　δi　＝．」一
　　　　　　　　　一とおけば
　　　　　　1十ri

　　　（Cir＋d・W）（1＋7の一ρi，（i－1，2）　　　　　　．

　となる。特にmi＝1のときはηi＝　「i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　÷ri（ただしri／〈1とする）となり，
　　　　　　　　　　　　　　　　　1十ri
　Tiはfull－cost　theoryにおける利潤率にあたる。

②（…）より・F勇鍔L‘は所得率を示す・従って1－・・は蝶利潤
　率を示す。

③（3，28）は次にのべるようにしてlimki＝0，　limki＝・。と同等となる。それ
　　　　　　　　　　　　　　　　　k－，　o　　　　　　　iC－eo
　は先づ（3，7）よりk≧min（kl，　k2）であるからk→0ならkl，　k2の何れか

は゜に糠する・今le・→°．とすれ｝ま・（3・28）より2呼・一々1≧・でるカ‘・

　kPd＞0　と仮定する。従って（3，13）より

　　　蕩聖8－・1”・（i－1・・）

　とすればle　8＞0よりdi8i）＞tO6z）≧0である。そのときは（3，25）より

　　　榔一（1－・・＋θ）裾ω9s・δkl＋8ω8）〉・　・

　となる。これは仮定に反するからle　8＝0でなければならない。故に

　　　t・　8」ω9）…一……・……………一・…・……・∴……・・……・……・……・・（3，29）

　である。逆に（3，29）が成立すればlim　k＝0が成立する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　k’j　－シ　O
　　同様にして，　（3，13）よりlimω＝ω匿），’（i＝1，2）とおけば，　（3，28）の
　　　　　　　　　　　　　　ki→co
　後半が成立するための条件は

　　　・留一・密……………・…∵……………・・…一一一…………………（3，30）

　となり，lim競＝Ooとなる。
　　　　　瓦→◎o
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　4巨視体系
前節より静学的均衡においてはK，L，　t以外の均衡値はK，　L，　tの関数

として1意的に定まる。従って

　　Y＝F（K，　L，　渉）　…………………　……　……………　……　（…4，　1）

なる関数が定まる。そのような巨視体系について考察することとする。先ず

（3，1）より

　　IY・KPi－1≒，・y・Lpi＝：k－，、・（i－1・2）

故にy一肇・IY’L一学………………一一・…一一…（4・2）

ただしlki，－1箏〆－Z）’・－i－・！－li3iil－‘，．・（i－1・2）

　　π一π・＋私τ一τ・＋τ・・万一チ

とする。従って

　　．yL＿ω亙．．．＿＿∴＿．＿＿＿……………………一・…　（4，3）

　　YK　　　k
となる。よって通常の限界生産力説によるモデルでは成立する

　　　（資本と労働との限界生産力の比）＝（利潤率と賃金率との比）

なる関係式は一般には成立しない①。それが成立するのは万＝々の場合即ち

　　　　　　K・集K2
　　万＋1…詔’＋！－12Z21°p2－｛｝／1｛ll＋・Sl

　　　　　　1一η1　1一η2

　　　　　　　　　　（ηユーη2）（le・i－k2）
・ ，　－L、L、（乙、＋L，）｛（1一η、）L、＋（1－・、）L、｝＝0

即ち　η1＝η2か，le・1＝k2の場合のみである。

　次にまた（3，1）より

　　α・一畿・bl一謡・（i－1・2）……………一・（4・4♪

故にα・θFグヂ乞轟θF弩色（i－1・2）
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故に（2，13）より

　　a一肇・∂一撃一一・・一………………・一・…………（4・5）

故に一撃一熟撃一穿・（f－1・2）一一一（4・6）

　　　　　A　　　　　　　 A

故に（2，15）とより

　　A　　　　　　　A　　　 A　　　　　／　　　　　　A

　　Y＝R＋aK＋∂乙＋（θiPi＋θ2P）・一…………………（4，8）

古文に（2，16）とより

　　　A　　　　A　　　　　　　　　　　　A　　　 ，へ　　　　　A　　　 A
　　aYA’十bYL・＝mR－Fm（aK十b7L）一（aK十b乙）

　　　　　　　　　　A　　　　　A　　　　　
　　　　　　　十m（θIP1十θ2』ρ2）十〃z……………　…………　（4，　9）

なる聞係式を得る。

　更｝こ（4，　5）　より　　　　　　
1

　　書一一劣……………・・一……………・・一…一・…一・一…（4・1・）t

（4，3）より

　　響一1一青（多妾）

故にt＝一定のもとで両辺をleで微分すれば

　　一多農一一オ、（豊う＋素ノ々（妾多）　　　　・

然るにρ＿」雄＿∠y・／ZK－）－

　　　　d（YLYK）　k

であるから

　　ゐ（yLK－）一ρ1ん・髭
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故に藷一轟（藷）（1－）…・・一一・一・一一一（4・11）

　　　　　　　　　dα華0である。即ち資本が労働に比して増大するとき，故にρii妻1に従って
　　　　　　　　　d々

ρ＜1なら資本の生産弾力性（従って資本分配率）は減少し，ρ＞1ならそれ

は増加し，ρ＝1なら不変である。

①（…）より〔仮定・〕の・7（荒1ア憂）・《「LlyK）〉・と（・…）の

　　4盈＞0とは同等でない。万＝k（従ってη1＝η2又は々1＝々2）の場合のみ両者は
　　4ω
　　同等である。

　　5　比　較静　学

　前々節より静学的均衡の存在については明らかになったが，本節では全資本

量Kと全労tw量　Lとが所与のとき，パラメーター一であるMn，η盛，　S　i，　（i＝

1，2）が変化した場合に均衡値は如何に変化するであろうかを考察する。

　〔1〕miが変化した場合

　（3，　7），　（3，　8），　（3，　19）　より

　　　11∵温2縦、、＋eω　＝。1……・・…一一・（5・1）

を得るが，miがmi＋d〃Miに変化したときの11，　le　i，ん2，ωの変動量を

dli，　d　le、，　d　le。，4ωとし，．塑Lを含m，にて表わせば（5，1），

　　　　　　　　　　　　　　　　　mi

（3，9）より

　　　（le’　一一　k2）dl’＋1’dk’＋1’dk’　　　＝°　〈　　〕

　　　　　　　　　　　dk・　一’e・’　dtU＝－z・k・’Km・　／

　　　　　　　　　　　　　　　　　dk2－k2’6ω＝－22k2’dm2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　　　　　　A
　　　　A・dll十1，（1－Sl）dl診1－12s，δdk2十・Bdo）・＝s1δ12z2dδ1－eωdθノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　（5，　2）

を得る。ただし（3，12）より
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ll：瓢1紬｝……………………一………（5・3）

また　B＝11（1－Sl）－12Siδ十θ………………………………（5，4）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Aである。先ずMlのみが変動する場合を考え，　dmz‘＝0とおけば（5，2）

より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　一　（5，　5）

を得る。ただしAは（5，2）の左辺の係数の行列式に（－1）を乗じたもの

で

　　　∠ゴ＝B（22－21）十9（11だ21診1’H－1221ん2’）・・・・・・・・・・・・…　（5，　6）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　　　　　　　　A
であるが，A≒Oと仮定する。全く同様にしてdm1＝0，　dm2bFOのときは

（5，2）より

dl・一一
壱｛（gllki’十B）ん・’＋・・δ（1・ん・’＋1・々・’）｝1…2m2

dk・一
吉｛9・・k・’－S・δ（・・T・・）｝1…k・伽・

dk・一一
吉｛（・・一・・）（B＋・・δ1・）＋gl…1e・’｝Z・k2’2m2

／

∫

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 　一一・・（5，　7）

　　　β＝一〔（1－S1）S1δ（k2－　k　1）＋｛（1－S1）le・1＋S　1δ　k　2｝θ〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）　，　　（3，　24）　より　ん2≧ん1

又はθ＝0（従ってSl＝S2）であればd＞0である。従って（5，5）の第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　　　　　　　　A
3式よりg2≧21（即ちk2≧ん1）のときdml＞O，dm2＝0であれば

dle・2＞0である。即ち，消費財生産部門の方がより資本使用的であるとき，

を得る。さて（5，4）より

　　　　　1

となりk2≧k1ならB≧0である。故に（5，
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生産財生産部門の生産方法がincreasing　returnsがより増強される方向に移

動すれば，消費財生産部門の資本労働比率は上昇する。次にz2≧21のとき，

　　　　　　　　　　　　　　　　A　　　　　　　　　　ノ　
（5，7）の第1式と第3式とよりdM1　＝・　O，dm2＞0ならdll＜0（従

ってd12＞0），dle・2＜0である。即ち消費財生産部門の方がより資本使用

的であるとき，消費財生産部門の生産方法がincreasing　returnsカ§より増強

される方向に移動すれば，消費財生産部門の資本労働比率は下落し，労働者は

生産財生産部門より消費財生産部門へ移動する。

　〔皿〕　ηiが変化する場合

　mtが変化する場合と同様にして（5，2），　（5，1）の後半より

　　　（ん1一ん2）dl1＋1，dk，＋1．dk，　　　　　　＝O

　　　　　　　　　　dle　，　　　　　－k1’4ω＝O

　　　　　　　　　　　　　　　　dle，　一　k2’dtU　＝・　O
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　（5，　8）

を得る。これより

ll：：鞍輩1この1－・一（5・9）

　　　d・…＝　一（rl（StS2）”Z’η’a・・＋（砲モ響離2塩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’’’’’’”°’”°”°’’”°”°°”°°°　（5，　10）

を得る。故にdOP1≦0，　d　Ol2S；　O（ただし，何れかは不等号）であればdll

＞0であり，そのときa2嚢21なら4ω≡≡0である。即ち生産財部門の市場の

不完全性が低まるか，或は消費財部門の市場の不完全性が高まるかすれば，労

働者は消費財部門から生産財部門に移動する。その場合消費財部門の方がより

資本使用的（労働使用的）であれば，各部門の資本労働比率及び利潤率に対す

る相対的賃金は上昇（下落）し，両部門の資本労働比率が等しければ各部門の
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資本労働比率及び利潤率に対する相対的賃金は変化しない。

　〔皿〕　Siが変化した場合

　〔皿〕の場合と全く同様にして（5，1）より

　　　Ad　11＋（1－s1）lidle・i－Siδ　12dle・2＋BdtU

　　　　　　　　　　　　A　　　　　　　　　A
　　　　　　　　＝1・zlds・一θtO　ds2………………………（5，11）

を得るが，　（5，9）より

　　　4ω一豊r1）1’9，2・・一（之2－21　　d）θω2・・………（5，12）

を得る。従ってds1＞0或はds2〈0は〔ll〕におけるdη1＞0或は

4η2＜0の場合と同じ方向の効果を生ずる。

6　動　　学　　化

　既に静学的均衡は定まっているが，それに動学的な条件を導入してK，乙を定

め，動学体系について考えたい。先ず本節ではSl＝S2（＝Sとおく）と仮定

、し，それはtの非増加関数であるとする。即ち

　　　S＝S1＝s2＝s（t），　S’（t）≦0　・・・・・・・・・・・・・・・・…　一・・一・・…　（6，　1）

とする。これは生産において技術進歩を仮定したことに対応して，消費構造の

変化を仮定するものである。従って（2，8）より

　　　PiY1＝sY・・・・…　一・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　一・・・・・・・…　一・・・・・・・・…　一・・・…　（6，　2）

Oiの定義式より

　　　θi＝S，　θ2＝＝1－S　t－・・・・・・・…　it・°’°°’°・・’・…　。・・・・・・…　°・・’・・’・・・…　（6，　3）

となる。さて動学的条件として次の仮定をおく。

〔仮定4〕　L　・2L……………………………………………………（6，4，）

　　　　　K＝Yl－PtK　 ………………… 　…………………………　（6，　5）

ここにλ，μは定数で0≦λ＜1，0≦μ〈1とする。　（6，4）は労働の増

加率が一定であることを示し，（6，5）は資本の増加率を規定するものであ

る。　（6，　5）より



　　　　　　　　技術進歩をともなう二部門成長モデル〔ff　）　　　（377）－119一

　　　ノ＼　＜　　　＜　　＜
　　　1ぐ＝（π十μ）（y’1－K）

然るに（6，2），（2，16）より

　　　　　　　　　　　　　A　　　　　A　　　　　　　　　　A　　　　A

　　　9・－9＋創多・一妊K謂L蕩＋亟毒塑＋9S・

故に｛）K－M，？・一〃・務鴫島一β　　　　．

とおけば　O＜α＜1，0＜β＜1，α＋β＝1であって

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　A　　ノ　

　　　盆一（2＋μ）β｛（v－u＋λ）＋一雄sヂ塾一盆｝・一（6・6）

となる。また（2，18）より

　　　a一β｛AK－（2ノー多t一ト1）｝一・………………：・・…一一…（6，7）

となる。さて技術進歩のあり方を規定する条件として次の仮定を導入する。

　〔仮定5〕　nt，　vの間には

　　　v＝ψ（m），　ψ（0）＞0，　gpt（％）＜0，　ψ”（u）＞0，　…・・・…　（6，　8）

なる関係が成立し，α＝一定のときはπ，vは

　　　5一型毒妙一α…＋βv・一・一…………一・一………（6・9）

を最大ならしめる①。

　〔仮定5〕より

　　　dS＝α＋β〆（za）＝O
　　　dza

故にψ’（U）一一

故にu，vはαの関i数として定まり

　　　農＝一β痴〉°・～…一．．…………，＿．．…………（6，1。）

　　　霊一go　t（u）震く・，～

従って
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∫：：：：二：∴蝉翁／－……………（6・1D

とおけ｝ま（6，　6），　（6，　7）は

餓芝1歴｝1………一……………一…（6・12）

となる。さて（6，10）より

　　　G’（α）＜0

　　　　　　　　　ノ　　　A　　A
　　　H’（α）』馬響一拠＋去表｛㌶一6｝…………（6，13）

　　　　　　　　　　　　A　　ノ　　　A
　　　H（α）一・（α）一虻Sヂナ…・・一……………………（6，14）

　　　　ノ　　　A　　A
故にu＋・－m－P・－0…一・1……………一・…………………（6，15）

となるようなαの値α＊が存在すれば

　　　A　　　K＊＝ll（α＊）＝G（α＊）

　　AなるK＊，α＊は（6，12）なる微分方程式の定常解をあたえる。特に

〔仮定6〕・「＋（鍔甥濁。戸一・一…………一・・（6，15）

ただしy，moは正の定数で　mo＜1
　　　　　　　　　　　　　　　　Ml

が成立する場合を考えれば0＜s＜1，1ims＝0であって
　　　　　　　　　　　　　　　　t÷co
　　　　　　　　　A　　A　　！Lm。1－・t，　s－〃3－一・

　　勉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Aとなる。次に価格は相対価格が問題であるからPl＝一定とすればPl＝Oと

なる。従って（6，15）は

　　　z5－v＝0　－・・・・・・・…　°°°’”°’°”°°’一一”・’°…°’°”°°°”°’’”°°°’…’・°°・・・…　（6，　17）

となり（6，10）より，（6，17）を満足するαの値が存在すれば唯1っであ

る。以後そのようなαの値の存在を仮定する。従って（6，13），（6，14）は
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　　　H’（α）一％炉、レ………・・一……”°…’……’°’”°’（6・18）

　　　H（α）－G（α）一％青レ……・・一…・・一一’°’°’……°’”°（6・19）

となりH（α）はα＝α＊で最少値をとる。そのときは

　　　a一α・炉1＋（吻、鵠～　1－r・・　b・・＝m（1一α＊）

　　　含一宕一病「警影瀦篇㌔

であり，M2姜Mlに従ってa及びbは増加不変減少である。そして

　　　　A　　　lim　a＝0，　lim　a＝α＊〃22，　lim　b＝（1一α＊）M2
　　　t→eo　　　　　　　　　　t→QO　　　　　　　　　　　　　　1→QO

　　　　　　　　　A　　　Aである。なお定常解K＝K＊，α＝α＊は（6，12）より容易に知られるように

一般には不安定である。

　　　　＼

①α一定は影号の淀臆味する・特にm・－m・又はs＝－FEのときは（2・

　　17）よりm＝一定であり，α＝一定とa＝一定とは同等となる。なお（6，9）にお

　　いてSはu，vの加重平均であるが，（4，9）よりM1＝M2，　M　＝op　2のときはS

　　は技術進歩率Rと一致する。
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